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一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
８
号
）

総
務
文
教
常
任
委
員
会
で
審
査

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
等
の
促
進
に
関
す
る
条
例

産
業
厚
生
常
任
委
員
会
で
審
査
・
修
正
案
可
決

　

議
案
第
８
号
「
松
田
町
一

般
会
計
補
正
予
算
（
第
８

号
）」
は
３
月
５
日
に
上
程

さ
れ
、
質
疑
を
行
っ
た
あ
と
、

総
務
文
教
常
任
委
員
会
に
付

託
を
し
、
９
日
及
び
12
日
に

委
員
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

　

こ
の
補
正
予
算
は
、
歳
入

歳
出
そ
れ
ぞ
れ
２
憶
６
５
７

２
万
７
千
円
を
減
額
し
、
予

算
総
額
を
49
億
４
２
０
１
万

５
千
円
と
す
る
も
の
で
す
。

　

議
案
第
40
号
「
松
田
町
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用

等
の
促
進
に
関
す
る
条
例
」

は
12
月
４
日
に
上
程
さ
れ
、

質
疑
を
行
っ
た
あ
と
、
産
業

厚
生
常
任
委
員
会
に
付
託
を

し
、
６
日
と
、
議
会
閉
会
中

の
１
月
９
日
、
30
日
、
２
月

10
日
及
び
３
月
６
日
に
委
員

会
を
開
催
し
ま
し
た
。

●
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
及

び
同
補
充
員
の
選
挙
に
つ
い

て
　

令
和
２
年
３
月
31
日
を
も

っ
て
委
員
の
任
期
が
満
了
す

る
た
め
選
挙
を
行
い
、
次
の

方
が
指
名
推
薦
に
よ
り
当
選

さ
れ
ま
し
た
。

【
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
】

　

氏
名　

大
舘　

達
治　

氏

　

氏
名　

矢
嶋　

重
夫　

氏

　

氏
名　

武
藤　

千
秋　

氏

　

氏
名　

沼
田　

芳
宏　

氏

【
補
充
員
】

　

氏
名　

中
津
川
定
雄　

氏

　

氏
名　

川
口　

英
和　

氏

　

氏
名　

小
池　

正　
　

氏

　

氏
名　

石
井
登
美
子　

氏

　

主
な
内
容
は
、
事
業
完
了

や
利
用
実
績
の
確
定
等
に
よ

る
歳
入
歳
出
額
の
増
減
、
繰

越
明
許
費
、
債
務
負
担
行
為
、

地
方
債
の
補
正
で
す
。

　

審
査
の
結
果
、
賛
成
全
員

で
原
案
の
と
お
り
可
決
す
べ

き
も
の
と
し
て
本
会
議
で
委

員
会
報
告
を
し
、
賛
成
全
員

で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

審
査
の
結
果
、
原
案
の
一

部
を
修
正
（
第
11
条
の
削

除
）
し
て
可
決
す
べ
き
も
の

と
し
て
本
会
議
で
委
員
会
報

告
を
し
、
賛
成
多
数
で
可
決

さ
れ
ま
し
た
。

※
法
第
96
条
（
議
決
事
件
）

　

適
正
な
価
格
な
く
し
て
貸

し
付
け
る
こ
と
は
、
議
会
の

議
決
が
必
要
で
す
。

●
松
田
町
外
三
ケ
町
組
合
議

会
議
員
の
選
挙
に
つ
い
て

　

令
和
２
年
３
月
31
日
を
も

っ
て
議
員
の
任
期
が
満
了
す

る
た
め
選
挙
を
行
い
、
次
の

方
が
指
名
推
薦
に
よ
り
当
選

さ
れ
ま
し
た
。

　

氏
名　

山
岸　

榮
一　

氏

　

氏
名　

古
谷　

茂
雄　

氏

　

氏
名　

古
谷
星
工
人　

氏

　

氏
名　

古
谷　

康　
　

氏

　

氏
名　

大
島　

道
春　

氏

選
挙
結
果

議案第8号
総務文教常任委員会報告書（抜粋）

　令和元年度松田町一般会計補正予算（第8号）
について、町民文化センターＥＳＣＯ事業に要す
る経費の繰越明許費、学校ＩＣＴ推進事業の繰越
明許費と歳入・歳出を対象に詳細に審査しました。
　ＥＳＣＯ事業は、工期の延長や予算の繰越など
について国の補助金が担保されている説明があり、
アスベスト関連の費用が詳細は調整中ではあるが
契約額の範囲内で収まっていることを確認した。
　学校ＩＣＴ推進事業は、現行の通信ネットワー
ク、アクセスポイントなどがどう変更されるか、
端末機器購入計画、松田小学校新校舎への移設な
どを確認した。
　なお、次の項目について、強く申し入れをして
原案のとおり賛成することとしました。
(1）ＥＳＣＯ事業は詳細な調整を引き続き実施し
てコスト削減を図ること。

議案第40号
産業厚生常任委員会報告書（抜粋）

　審査の結果、世界規模での地球温暖化やそれに伴う
異常気象の要因とされる化石燃料依存の見直しは急務
であり、また災害時の危機対応の観点からもエネル
ギー自給への努力が求められていることを鑑み、必要
な条例であると判断いたしました。
　ただし、第11条の普通財産の無償または廉価での
貸し付けについては、地方自治法第96条※に規定す
る議決事件であり、原案の一部を修正する必要がある
との結論に達しました。
　なお、次の項目について、強く申入れをいたします。
(1）今後は施策の実行計画を策定し、町民の理解を促
すよう努めること。

(２）第8条に規定される「協議会」は、日頃より見識
を蓄え、協議事項を十分に議論すること。

(3）日進月歩の再生可能エネルギー分野について、職
員も必要な研修に努めること。

松田町外三ケ町組合とは

　松田町・山北町・開成町・大

井町の４町で、14名の組合議員

で構成され、組合長は、山北町

長を充てている。寄（山北境）

から山北町の高松地内の共有林

野を約123万㎡管理している。
寄幼稚園

公共施設太陽光パネル設置

虫沢地域集会施設


